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2016年 4月 

 

国際協力 NPO助成特別支援型事業 会計処理注意事項 

 

1. 助成対象事業に係る経理については、帳簿及び全ての証拠書類を備え、助成対象事業以外の

経理と明確に区分してください 

 

2. 助成対象事業に係る個々の経費の使途、支出日、金額などその収支の状況が明らかになるよ

うにしてください。  

 

3. 現地語で書かれた証憑類は、必ず日本語訳または英語訳を記載してください。 

 

4. 現地旅費交通費で領収書の取得ができない場合は、費目明細と会計責任者のサインを入れた

メモを作成してください。 

 

5. １０万円以上（消費税込み）の契約資機材購入の場合、二者以上による見積り合わせ（見積

競争）を行い、相見積りの結果（製品カタログ、見積仕様書、各社からの見積書など）を事

前に報告することを原則とします。 

 

6. クレジットカードは、クレジットカードを使用しなければならない明確な理由があ 

り、かつ助成対象事業者の規定等による使用が認められている場合に限り、クレジッ 

トカードの使用を認めます。ただし、使用・支払に係わる証拠書類が確認でき、助成 

期間終了日までに支払い完了することが条件になり、クレジットカード支払いの確認を求め

ることがあります。 

 

7. 費目（提出予算の細項目）間の流用は２０％または 10万円まで認めることとしますが、日本

人スタッフに係る人件費、旅費交通費等への流用は認めません。流用の理由と共に事前にそ

の旨を報告してください。 

 

8. 会計報告の際の現地通貨の為替レートは、原則、送金時、両替時のレート（Historical Base）

を適用してください。 

 

9. 予算に計上されていない経費が発生した場合、項目番号７での運用が可能であればその手続

きに従ってください。（原則、助成総額を超える費用は自己負担としてください） 

 

10. 会計報告は四半期毎に、報告書に添付し提出してください。 

（別紙 支払助成金支出総括表及び支払明細表を利用） 

期末預金、未収金、未払金等がある場合は、銀行残高証明と共に提出してください。 

以 上 
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